
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

（３）特記事項（給与減額の状況）

１～２級：▲４．７７％ ３級：▲５．７７％ ４級：▲６．７７％ ５～６級：▲７．７７％

７級：▲９．７７％ 市長、副市長、教育長：▲１０％

管理職手当：一律▲１０％

（４） ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

477

（手　当）

　　　２　職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 減額実施期間

実施 平成25年7月1日～H26年3月31日

減額措置の内容

（給　料）

区　　分

年度

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

平成24 　　　　　　　千円 　　　　　千円人　 　　　　　　　　　　　％

17.0

給与費 B/A

（参考）類似団体平均

人 件 費 率

　　　　　千円

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

15.6

　　　　　　Ｂ

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成25.3.31）

柳川市の給与・定員管理等について

（参考）

平成23年度の人件費率

実 質 収 支 人 件 費

職員手当

1,907,043

千円

690,267 6,081

30,139,086

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

4,708,452

一人当たり

70,757 950,161

職員数

年度

期末・勤勉手当

千円

給　 料

平成24

　　　　　　Ａ

人 千円

区　　分

千円

5,935

　　　　　千円 千円

303,487 2,900,797

(H20.4.1)

100.7

（H20.4.1）

97.1

（H20.4.1）

98.3

(H25.4.1)

108.4

(H25.4.1)

105.8

(H25.4.1)

106.6

(H25.4.1)

※参考値

100.1
(25.4.1)

※参考値

97.8

(H25.4.1)

※参考値

98.5

（H25.7.1）

100.9

(25.7.1)

102.8

(H25.7.1)

104.0

95

100

105

110

柳川市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　　　①一般行政職

43 .6 歳 円 円 円

43 .1 歳 円 円 円

43 .1 歳 円 円

42 .8 歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

46 .4 歳 人 円 円 円

うち 46 .0 歳 人 円 円 円

うち 47 .1 歳 人 円 円 円

53 .2 歳 人 円 円 円

49 .9 歳 人 円 円

49 .3 歳 人 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

円 円 円

円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす

　　　　べての諸手当の額を合計したものであり、 地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

36

373,364

272,119(286,850)

367,075

309,534(325,400)

336,134

338,581 387,555

315,491

―

350,999

高　校　卒

 (2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

区　　　　　分 国福岡県

272,000

経験年数１５年経験年数１０年 経験年数２０年

314,400

大　学　卒

-

308,300

163,987（172,200）

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

6

3,272

363,842

365,365383,527

172,200

325,045 359,832

公　　　務　　　員

776

－中　学　卒

福岡県

137,500

376,617

133,418（140,100）

給 食 調 理 員

30

354,448

17

柳川市

368,210

柳川市

清 掃 職 員

平均年齢

353,832

353,430

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

平均給与月額

―

福岡県

類似団体

平均年齢 平均給与月額区　　分

388,435

364,251

平均給与月額
（国ベース）

区　　分

376,257(405,463)

338,907

389,000338,133

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

類似団体

国

（国ベース）

区　　　　分

256,600一般行政職

125,400

361,100

178,800

技能労務職

一般行政職 大　学　卒

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法に

柳川市

144,500

144,500

144,500

　　　　よる措置がないとした場合の値（減額前）です。

高　校　卒

国 307,220(332,446)

高　校　卒

平均給料月額

424,212

平均給与月額
（Ａ）

平均給料月額職員数

376,262
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（注）１　柳川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

10.1

13

課長、主幹又は課長補佐の職務５　　級

６　　級 部長、庁舎長、課長又は主幹の職務

区　　分

７　　級

３　　級

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

構成比標準的な職務内容

部長又は庁舎長の職務

7.2

25.7

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

事務主査又は技術主査の職務

35

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

１　　級

２　　級

４　　級

　　　　　　　　人

154

主任主事及び主任技師の職務

23
主事及び技師の職務

89

　　　　　　　　人

25

　　　　　　　　人
係長、事務主査又は技術主査の職務

　　　　　　　　％

44.6

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

職員数

3.8

　　　　　　　　％

6.6

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

2.07

　　　　　　　　％

１級

6.6%
１級

6.4%

１級

5.9%

２級

3.8%
２級

3.5%

２級

5.9%

３級

25.7%

３級

28.9%

３級

33.2%

４級

44.6%

４級

40.8%

４級

34.4%

５級

7.2%
５級

7.9%

５級

8.4%

６級

10.1%

６級

10.5%
６級

10.0%

７級

2.0%

７級

2.0%
７級

2.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

１．勤務成績の評定の実施状況

特定職員（部長級・課長級）は、平成24年10月から目標管理制度・業績評価制度及び能力評価制度を本格実施

しています。一般職についても、平成24年10月から能力評価制度を本格実施しています。

２．昇給への勤務成績の反映状況

現在、目標管理制度･業績評価制度及び能力評価制度での、昇給区分には、差を設けておりませんが

平成25年度に支給した勤勉手当の支給率に反映しています。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15% ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20%

・管理職加算　10～25％ ・管理職加算　10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

１．勤務成績の評定の実施状況

特定職員（部長級・課長級）は、平成24年10月から目標管理制度・業績評価制度及び能力評価制度を本格実施

しています。一般職についても、平成24年10月から能力評価制度を本格実施しています。

２．昇給への勤務成績の反映状況

現在、目標管理制度･業績評価制度及び能力評価制度での、昇給区分には、差を設けておりませんが

平成25年度に支給した勤勉手当の支給率に反映しています。

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円

38.955

勧奨・定年

38.955

55.86

46.55

32.83

23.03 28.7875

国

1.45

28.7875

国

―

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

１人当たり平均支給額（平成24年度）

1,540

定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) 定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)

2.60 1.35 2.60

55.86

1,447

（平成24年度支給割合）

55.86

柳　川　市 福　岡　県

1.35

0.651.45 0.65

55.86

46.55

23.03

32.83

55.86

１人当たり平均支給額（平成24年度）

1.35

24,822

2.60

1.45

 (2) 退職手当（平成25年4月1日現在）

柳　川　市

0.65

55.86

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。
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 (3) 地域手当

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

千円

　円

　％

円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

3.56

1,246

支給対象地域

10.0 10.0

平成２４年度決算

月額

377,667

（平成24年度決算）

主な支給対象業務

（出勤回数により日割減額あり）

7,000

との異同

0.0

国の制度（支給率）

107,466

202

73,294

474

救急救命士の救急業務

支給職員１人当たり国の制度

支給実績（平成24年度決算）

17,304

37,543

84,816

（平成25年4月1日現在）

手当の種類（手当数） 1

柳川市

左記職員に対する支給単価

手　当　名

通勤手当

・持ち家月額1,500円
・家賃支払者最高限度額
27,000円（家賃55,000円以
上）

・交通機関利用者（電車バス
など）55,000円まで全額支給
(最高限度額)
・交通用具利用者（自動車
自転車など）=通勤キロ数に
応じて支給 2,000円～
24,500円の範囲

扶養手当 同じ

異なる

同じ

252

259,733

（平成24年度決算）

消防職員

支給実績国の制度と
平均支給年額内容及び支給単価

救急手当

平成２３年度決算

千円

・持ち家者手
当なし

円78,699

千円

職員１人当たりの平均支給額

 (6) その他の手当（平成25年4月1日現在）

支　給　実　績

千円

住居手当

支給率

手当の名称

異なる内容

支　給　実　績

0.0

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度決算）

3

 (4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

1,133

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

主な支給対象職員

43,152 円

120,330 円

福岡市

支給対象職員数

配偶者13,000円、被扶養者
6,500円。配偶者のない場合
は1人のみ11,000円、16歳か
ら22歳までの被扶養者はさ
らに5,000円加算

職員１人当たりの平均支給額

支給実績（平成24年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）
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内容及び支給単価 との異同

宿日直勤務を命じられた場
合
1回につき4,200円

国の制度

同じ

夜間勤務手当

午後10時から翌日の午前5
時までの間に勤務することを
命ぜられた場合
1時間当たりの給与額×25
／100

宿日直手当

手　当　名

休日勤務手当

休日等において勤務するこ
とを命ぜられた場合
勤務1時間当たりの給与額
×（35/100，135／100）

575,05829,903

管理職手当を支給される職
員が、臨時又は緊急の必要
その他の公務の運営の必要
により、週休日又は休日等に
勤務した場合
1回につき6,000円又は8,000
円

千円

千円

千円

異なる

同じ

千円26,005

休日等にお
いて勤務す
ることを命ぜ
られた場合
勤務1時間当
たりの給与額
×（135／
100）

25,740同じ
管理職員

特別勤務手当
1,287

管理職手当
管理又は監督の地位にある
職員
部長59,760円課長46,710円

（平成24年度決算）
国の制度と
異なる内容

千円

円

俸給の特別
調整額として
支給。

支給実績

円00

支給職員１人当たり

90,610 円

平均支給年額
（平成24年度決算）

円

53,7222,901 円
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円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

副 議 長

議 長

910,000円×在職年数×510/100

副 議 長

　　（平成24年度支給割合）

給

料

407,400

収 入 役

2.95

議 員

2.95

副 市 長

　　（平成24年度支給割合）

664,200

738,000

819,000

455,900

市 長

議 長

期
末
手
当

388,000

退
職
手
当

備　　　　考

（参考）類似団体における最高／最低額

議 員

910,000

副 市 長

440,0001,000,000市 長

区 分

804,000

給 料 月 額 等

副 市 長

５　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

市 長

738,000円×在職年数×300/100

245,000

18,564,000

222,000

8,856,000

報

酬

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

620,000

375,000

560,000

310,000698,000

　　　　　　 勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（類似団体の人口1万人当たり職員数

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（類似団体の人口1万人当たり職員数

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。（教育長含む）
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

農水
商工

小　計

教育部門

29
53

478

11

321

税務

消防部門

衛生
民生

12

30

土木

79

平成25年

48 49

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議会

計

57

平成24年

324

60

80
0

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

5

3

5

35

473

職 員 数
主　　な　　増　　減　　理　　由

合　　計

[　　0　　］

517523

44

[　　　636　　　］

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

[　　　636　　　］

総務

水道

小　計

78

82

34

49

△ 2

3
1

11
33

45

73.07 人

＜参考＞

△ 10
2

35 0

81
68

16 4
△ 4

△ 1

0

＜参考＞

保健事業拡大に伴う職員増

人

＜参考＞

人）

45.79

△ 6

△ 1

人）

教育長含む、給食調理業務の民間委託に伴う職員減

66.85

欠員補充

事務移管に伴う職員減

災害復旧業務増に伴う職員増
事務移管に伴う職員増

1

対前年
増減数

72.62

53.82

△ 5

人

地域包括支援センター設置に伴う職員増
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（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。（教育長含む）

　　

79

559 548

公営企業会計計

20年度

(△6.9%)

△ 21 (△6.1%)

△ 13 (△16.0%)

△ 1 (△1.2%)

21年度

(△7.5%)

51

540 536

50 49

△ 42

過去５年間
の増減数（率）

　　　　　　　　年　度

 部門別

一般行政

教育

345

△ 7 (△13.7%)

△ 35

80

332

32

330

31歳

82 78

508

23年度

人

498

～～

54

区　分

～

人

0

人

44歳
～

職員数
516

32歳

～

計

36歳

5691

（2)年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）

20歳

人

23歳 27歳

14

人人

35歳

28歳20歳

消防

未満

5 29

総合計

24年度

79

341

81

22年度

47

（ 単位 ： 人 ・ ％）

80

45

（3）職員数の推移

24歳

52

321

79

523

45

79

517

478

5781

489

～

51歳

人 人

47歳

～

43歳

56歳52歳

～

39歳 以上

40歳

25年度

324

人人

78

44

491

68

81

473普通会計計

55歳

～

59歳

人 人

48歳

～

60歳

人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

１年前の構成

比

%
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８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

（３）特記事項（給与減額の状況）

１～２級：▲４．７７％ ３級：▲５．７７％ ４級：▲６．７７％ ５～６級：▲７．７７％

７級：▲９．７７％ 市長、副市長、教育長：▲１０％

管理職手当：▲１０％

47 .2 歳 円 円

45 .2 歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15% ・役職加算　5～15%

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

平成25年7月1日～H26年3月31日

減額措置の内容

（給　料）

（手　当）

353,532

柳 川 市

平　均　年　齢

1.35

実施

国の要請等を踏まえた減額措置の取組

（平成24年度支給割合）

61,366

減額実施期間

6,25815,524

１人当たり平均支給額（平成24年度）

1.45

年度

千円

1.45 0.65

％

職員数

総費用 純損益又は実区　　分

千円　 ％

給　 料

6.9

　　　　　　Ｂ／Ａ

23年度の総費用に占

総費用に占める

職員給与費比率

める職員給与費比率Ｂ　

　　　　千円 千円　

Ａ  

平成24

　質収支

5.7

43,081 2,76110

千円千円

一人当たり給与費

千円

職員手当　　　　　　Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費区　　分 一人当たり

172,141 61,366

363,775

0.65

　　　　　千円

年度

2.60

基本給

1,068,946

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

千円人平成24

（参考）類似団体平均

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

　　　２　職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。

団 体 平 均

平均月収額　　　　　　区　　分

6,137

511,417

520,694

　　　　給与費 　B/A

1.35

柳川市（一般行政職）

1,447

柳　川　市

2.60

１人当たり平均支給額（平成24年度）

1,552

（平成24年度支給割合）
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（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

ウ　地域手当

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

46.5546.55

28.7875

38.955

28.7875

38.955

勧奨・定年

23.03

32.83

300

-

3,004

0

10.0

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

-

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度）

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

-

0

支給率

55.86

左記職員に対する支給単価

支給実績（平成24年度決算） -

10.0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

-

-

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

55.86

32.83

55.86

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

支給実績（平成24年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

24,822

0

定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)

（平成25年4月1日現在）

24,822

100.0

-

支給対象地域

0.0

福岡市

55.86

91

定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)

一般行政職の制度（支給率）支給対象職員数

手当の種類（手当数） 0

柳川市

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

23.03

柳　川　市

55.86

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 823

55.86

柳川市（一般行政職）
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同じ

14,000

円
管理職員

特別勤務手当

管理職手当を支給される職
員が、臨時又は緊急の必要
その他の公務の運営の必要
により、週休日又は休日等に
勤務した場合
1回につき6,000円又は8,000
円

同じ 0 千円 0

円

0

560 千円

千円

560,000

円宿日直手当
宿日直勤務を命じられた場
合
1回につき4,200円

同じ 0 千円 0

0 円夜間勤務手当

午後10時から翌日の午前5
時までの間に勤務することを
命ぜられた場合
1時間当たりの給与額×25
／100

同じ

14 千円 円

354

438 円

円千円 44,250

62,571千円

千円 190,667 円572

（平成24年度決算）

支給実績
一般行政職
の制度との
異同

オ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

支給職員１人当たり

（平成24年度決算） 平均支給年額手　当　名

同じ

通勤手当

扶養手当

・交通機関利用者（電車バス
など）55,000円まで全額支給
(最高限度額)
・交通用具利用者（自動車
自転車など）=通勤キロ数に
応じて支給 2,000円～
24,500円の範囲

住居手当

同じ

配偶者13,000円、被扶養者
6,500円。配偶者のない場合
は1人のみ11,000円、16歳か
ら22歳までの被扶養者はさ
らに5,000円加算

同じ

管理又は監督の地位にある
職員
部長59,760円課長46,710円

休日等において勤務するこ
とを命ぜられた場合
勤務1時間当たりの給与額
×（135／100）

管理職手当

休日勤務手当

・持ち家月額1,500円
・家賃支払者最高限度額
27,000円（家賃55,000円以
上）

内容及び支給単価

同じ

一般行政
職の制度と
異なる内容
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